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【平成２６年３月変更後の計画】

（宮崎県北部医療圏 ※一部、日向入郷医療圏を含む）宮崎県地域医療再生計画

（医療従事者の確保、救急医療体制の充実）

１ 対象とする地域

、 （ 、 ）本地域医療再生計画においては 宮崎県北部医療圏 一部 日向入郷医療圏を含む

を中心とした地域を対象とする。

宮崎県北部医療圏は、本県の最北部に位置し、面積１，５５４平方キロメートル、

人口１５３，７９８人の圏域で、域内には２０の病院（県立延岡病院（４６０床 、延）

岡市医師会病院（１０８床 、共立病院（１９９床 、高千穂町国民健康保険病院） ）

（１２０床）等）と、９８の診療所がある。

医療資源が集中する県央部（宮崎市近辺）から遠く、従来から、県立延岡病院を中

心として、２次・３次の救急医療体制を構築している圏域である。

近年、特に、医師不足が顕著となっており、県立延岡病院への初期も含めた患者の

集中による医師の負担増と、それらを要因とする勤務医の退職、休診科の増加など、

中核病院を含めた本圏域の救急医療体制の弱体化は、報道等でも大きく取り上げられ

ている。

こうしたことから、医師の確保や、医療機関の連携促進等により、早急に救急医療

体制を立て直す必要がある地域として、宮崎県北部医療圏を地域医療再生計画の対象

地域としたところである。

なお、本圏域の救急医療体制を強化する上では、本圏域への救急患者の流入が多い

隣接の日向入郷医療圏への対策も、一部、必要となることから、対象地域としては、

これを含めることとする （詳細は３（３）参照）。

（日向入郷医療圏は、宮崎県北部医療圏の南側に隣接する、面積１，６２９平方キロ

メートル、人口９３，０７０人の圏域で、域内には１４の病院（済生会日向病院

（２０４床 、千代田病院（２２０床 、和田病院（１７８床）等）と、５７の診療） ）

所がある。

、 、 、やはり 医師不足により 従来の２次救急の輪番体制の維持ができなくなっており

圏域を越えて、県立延岡病院への依存が高まっているなどの現状がある ）。

※ 国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」( )H20.10.1
宮崎県「宮崎県の推計人口 （ ）」 H21.7.1

２ 地域医療再生計画の期間

本地域医療再生計画は、平成２２年１月８日から平成２５年度末までの期間を対象

として定めるものとする。
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３ 現状の分析

〔医療従事者〕

( ) 宮崎県北部医療圏域内における従事医師数は、平成１８年１２月末現在で２７２1
人と、平成１６年の２８２人から１０人減少しており、県内で最も医師が減少した

地域であり、体制維持が危惧される最も深刻な地域である （資料１ データは、医。

師・歯科医師・薬剤師調査）

人口１０万人当たり従事医師数では１７０．２人で、県平均の２０９．７人、全

国平均の２０６．３人と比べ、かなり低い水準となっている （資料２）。

また、日向入郷医療圏における従事医師数は、平成１８年１２月末現在で１３２

人と、平成１６年の１３８人から、やはり６人減少しており、県北部に次いで医師

数の減少が大きい地域である。

人口１０万人当たり従事医師数では１３５．９人で、さらに低い水準となってい

る状況である。

【資料１】＜医療圏別 従事医師数の増減＞

合計宮崎県北部 日向入郷 宮崎東諸県 西都児湯 日南串間 西諸都城北諸県

Ｈ１６ 282 138 1,205 131 159 351 138 2,404

Ｈ１８ 272 132 1,231 129 160 347 136 2,407

増減 -10 -6 26 -2 1 -4 -2 3

【資料２】＜医療圏別 人口当たり従事医師数の現状（Ｈ１８）＞

合計宮崎県北部 日向入郷 宮崎東諸県 西都児湯 日南串間 西諸都城北諸県

人口 万10

170.2 135.9 289.9 116.1 192.6 177.5 176.5 209.7人当たり

医師数

（ ）全国 206.3

〔救急医療体制〕

( ) 宮崎県北部医療圏の初期救急医療体制は、延岡市医師会の協力を得て、延岡市夜2
間急病センターと在宅当番医制で対応しているが、深夜対応の曜日や診療科が限ら

れているなど、不十分な体制となっている（資料３ 。）

また、日向入郷圏域においても、初期救急医療体制が不十分な体制となっている

（資料３ 。）

そのため、初期で対応できない深夜帯等の救急患者の多くを、２次・３次の救急

医療施設である県立延岡病院で受け入れている状況である。

結果として、県立延岡病院における軽症患者割合は７割を超える状況（平成１９

年度）にある。
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【資料３ 休日夜間急患センター等の状況】

延岡市 内科 毎夜 ～ （金、土は翌朝 ）19:30 23:00 7:00
14:00 18:00土 ～

19:30 23:00小児科 毎夜 ～

外科 月～金 ～ （金は翌朝 ）19:30 23:00 7:00
14:00 18:00土 ～

19:30 21:30日向市 内科・外科 月～金 ～

( ) 宮崎県北部医療圏の２次救急医療体制は、県立延岡病院を中心に、８医療機関で3
対応している（資料４ 本県の医療計画上は、圏域内の救急告示施設を、全て２次

救急医療施設に位置づけ）が、県立延岡病院を除く医療施設の受入能力が全体に低

く、県立延岡病院単独の病院群輪番制という体制で、圧倒的に、県立延岡病院にお

ける患者受入が多く、また大幅に増加している状況にある（資料５ 。）

加えて、日向入郷医療圏では、済生会日向病院、千代田病院、和田病院の３病院

の病院群輪番制を中心に２次救急を担ってきた（資料４）が、平成１８年度～２０

年度にかけて、医師の引き上げ等により、このうち２病院が、輪番制を離脱する厳

しい状況となっており、県立延岡病院への搬送が増加し、同病院の負担が増大して

いる（資料５～６ 。）

【資料４ ２次救急医療施設の状況】

宮崎県北部医療圏

所在地 医療機関名 救急用病床数

延岡市 県立延岡病院 ３１ ※輪番

共立病院 １０

延岡市医師会病院 ５

黒木病院 ５

延岡市国保北浦診療所 ２

高千穂町 高千穂町国保病院 ８

日之影町 日之影町国保病院 ３

五ヶ瀬町 五ヶ瀬町国保病院 ５

日向入郷医療圏

所在地 医療機関名 救急用病床数

日向市 千代田病院 ６ ※輪番

和田病院 １０ ※輪番（→離脱）

市立東郷病院 ３

門川町 済生会日向病院 ６ ※輪番（→離脱）

美郷町 美郷町国保西郷病院 ２

美郷町国保南郷診療所 ２

諸塚村 諸塚村国保病院 ２

椎葉村 椎葉村国保病院 ２
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【資料５ 両圏域の救急搬送の現状】

〔宮崎県北部〕 〔日向入郷〕

【資料６ 日向市消防本部から県立延岡病院への救急搬送人数】

( ) 上記のとおり、県立延岡病院への患者集中によって、同病院勤務医に過剰な負担4
がかかっており、近年、医師の離職による休診が相次いでいる。

具体的には、現在、眼科、精神科、消化器内科が休診（特に内科は、平成１８年

度より、４名減の９名 、神経内科も月２回の予約外来のみ（同３名減の０名）とい）

う状況にある。

現在の厳しい勤務環境に加え、宮崎大学のある県央部から遠いという地理的要因

もあり、大学からの医師派遣協力が得られにくい中、本圏域では、現在、消化管出

血患者、脳梗塞患者について、医師会の協力（市が財政支援）のもとで、輪番体制

を構築して、対応しているが、脳梗塞患者等、この圏域で対応できない場合には、

遠く宮崎市等の中核病院に搬送するケースも生じている。

県立延岡病院は、県北部を広域にカバーする３次救急医療施設（救命救急センタ

ー）としての役割も併せ有しているが、このように体制が弱体化しており、２次救

急の中核医療施設、あるいは３次救急の医療施設として、十分な機能を発揮できな

い大変厳しい状況で、県北部全体の救急医療体制の確保に、深刻な影響を与えてい

る。

延岡市消防本部　搬送先病院(H19) 　総数 n= 4,142
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４ 課題

データで見たとおり、医師の数が少なく、医療資源の層が薄いという根本的な課

題があり、そのことが、県立延岡病院を中核とする圏域全体の救急医療体制の確保

に影響している。また、十分な体制が取れないことによって、現場を支える医師の

負担が増し、さらに医師が現場を離れていくという悪循環が生じているなど、事態

は深刻である。

医師の負担を軽減するための多様な取組を早急に推進する必要があると同時に、

医師を安定的に供給できる仕組みの構築が求められる。

〔医療従事者〕

( ) 診療科ごとの医師不足数については、全県的に、正確な把握ができていないが、1
宮崎県北部医療圏の２次救急医療施設からの聞き取り結果によれば、現在、１８名

の医師が不足している （各医療機関の必要医師数からの不足数であり、医療法の基。

準からの不足数ではない ）特に、中核を担う県立延岡病院においては、９名の医師。

が不足している状況にある。

（同様に、日向入郷圏域の２次の中核である輪番３病院では、１５名の医師が不足

している ）。

また、初期の救急医療体制を整備・充実させる（３６５日の深夜帯までの対応を

実現する）ためには、１２名程度の医師の確保が必要となっている。

〔救急医療体制〕

( ) ３( )のとおり、日向入郷圏域を含め、初期救急医療体制が不十分である。2 2

( ) ３( )のとおり、日向入郷医療圏を含め、宮崎県北部医療圏の救急医療の中核とし3 3
ての役割を担う県立延岡病院を支える２次救急医療体制も弱い。

、 。こうしたことが 県立延岡病院への軽症患者の受診数の多さの要因と考えられる

( ) 結果として、３( )のとおり、県立延岡病院に、初期・２次の救急患者が集中し、4 4
同病院の医師の過重労働を引き起こし、医師が現場を離れていくなど、同病院の体

制までもが弱体化するという悪循環が生じている。

５ 目標

救急医療体制の充実を図る上で、何より、その体制を支える医師の確保が最重要

である。医師不足は全県的な課題でもあるため、全県を対象とする取組を中心に、

強力に関連の施策を推進し、医師の安定的な確保を目指す。

また、併せて、医療施設・設備など、ハード面を充実させることにより、圏域の

救急医療を担う医療機関の診療の効率化や連携強化を促進し、体制の強化を図る。
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〔医療従事者〕

( ) 現在推進している医師の養成・確保策に加え、新たに、宮崎大学医学部への地域1
医療学講座（寄附講座）の設置や宮崎大学医学部等の定員増（拡大分）に合わせた

医師修学資金の貸付枠の拡大等により、平成２５年度末までの間に、本県内で勤務

することが確実な医師を１４０人以上確保するとともに、大学からの医師派遣機能

の強化を図る。

（寄附講座や宮崎大学医学部の定員増（拡大分）は、平成２２年度からの新たな取

組であり、平成２５年度までに限れば、成果は限定的とならざるを得ないが、よ

り長期的には、高い成果が得られる ）。

〔救急医療体制〕

( ) 上記の医師確保策や、他圏域からの応援医師の確保策の推進等により、宮崎県北2
部医療圏の初期救急を担う延岡市夜間急病センターや夜間在宅当番医の診療時間帯

を、平成２５年度までに拡大し、初期の救急患者の受入割合を、平成２０年度比で

１０％以上増やす。

( ) 併せて、小児夜間電話相談事業の拡充を含め、救急医療の利用適正化を推進する3
ことにより、特に、県立延岡病院における軽症患者数を、平成２５年度までに、平

成２０年度比で２０％以上減らす。

( ) 県立延岡病院を支える２次救急医療機関（日向入郷圏域を含む）の医師確保や、4
施設・設備整備、連携強化等体制の強化によって、平成２５年度までに、特に、県

立延岡病院の救急搬送患者の受入割合を、平成２０年度比で、宮崎県北部医療圏域

においては１０％以上、また、日向入郷圏域においても５％以上、減らす。

( ) 圏域の２次救急医療の中核及び県北部地域の広範囲をカバーする３次救急医療 救5 （

命救急センター）を担う県立延岡病院本体についても、医師確保や施設・設備の整

備による体制の強化を図る。

６．具体的な施策

( ) 県全体で取り組む事業（運営に係る事業）1
【宮崎大学と連携した医師確保対策】

・平成２２年度事業開始

・総事業費 １，４５７，０７７千円

（国庫補助 ３０１，３２２千円 本計画による基金負担分 ９９４，２１３千

円、国の 補正予算による基金負担分 １４９，０６２千円、事業者負担H24
１２，４８０千円）



- 7 -

（目的）

宮崎大学医学部に「地域医療学講座 （寄附講座）を設置し、地域の疾病分布や医師」

分布等地域医療学の教育・研究を通じた総合医の養成・確保を図るほか、宮崎大学及

び長崎大学の協力のもと、両大学の医学部に新たに地域特別枠を設け、これに対応し

て、本県の医師修学資金貸与制度の枠を拡大することにより、将来の本県の地域医療

を担う医師の養成を行う。

また、救急医療の充実や、救急医療を担う医師の養成・確保の観点から、宮崎大学

医学部附属病院にドクターヘリを導入、運営する。

（各種事業）

① 宮崎大学医学部に「地域医療学講座 （寄附講座）を設置・運営」

・平成２２年度事業開始

・事業総額 ２９５，１２５千円（基金負担分 ２９５，１２５千円）

本県においても、医師不足は全県的に深刻であり、医師を県職員として採用

し、へき地公立病院等に派遣する「医師派遣システム」や、将来、本県におい

て、小児科等特定診療科やへき地の医師として勤務を希望する医学生に修学資

金を貸与する医師修学資金貸与制度など、多様な観点から、独自の施策を展開

しているが、現状では、医師臨床研修制度の開始に伴う大学の医師派遣機能の

。（ 、 、 、低下を補うには至っていない なお このうち 医師修学資金制度については

本県の場合、効果が現れるのは来年度以降で、医師の定着率など、検証はこれ

からという状況にある ）。

こうした状況を踏まえ、新たな医師の養成・確保策の柱として、宮崎大学医

学部に「地域医療学講座 （寄附講座）を設置する。」

この講座では、本県における疾病分布や医師分布等の分析をもとに、効率的

な医師の配置等について研究し、これを医学生に教授することにより、地域医

療への関心を喚起する。また、県内外の医療現場で活躍する医師や、臨床研修

明けの若い医師、あるいは出産・育児で現場を離れていた女性医師等を幅広く

受け入れ、医学部附属病院の各診療科や県内の中核医療機関等との連携によっ

て、特に「総合医」としてのキャリアアップに力点を置いた支援の仕組を構築

する。

この取組により、平成２５年度までに、毎年度４名以上の県内の中核医療機

関等への派遣ができる体制を構築することを目指す。

② 医師修学資金貸与枠の拡大

・平成２２年度事業開始

・事業総額 ８９，００９千円（基金負担分 ８９，００９千円）
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本県では、医師の地域的偏在や、小児科等特定診療科の医師不足等を背景に、

平成１８年度から、将来、県内での勤務を希望する医学生に対し、修学資金を貸

与する医師修学資金貸与制度を創設している。

（入学金相当額として２８２千円と、１０万円／月の修学資金）

また、今年度は、国の医学部定員増の政策に基づき、宮崎大学の協力のもとで

医学部定員を５名拡大（地域特別枠）し、この拡大分に対応する修学資金枠の拡

大を実施したところである （これまでの貸与者数は計３５名 ）。 。

こうした中、今般、国から、さらなる医学部定員増の方針が打ち出されたこと

に伴い、本県としては、これを最大限活用して、宮崎大学（県内枠５名）及び長

崎大学（県外枠２名）に協力いただき、さらに計７名の本県出身者の推薦枠を設

けることとしており、これに伴う修学資金貸与枠のさらなる拡大を行うものであ

る。

既定枠を含めた貸付枠の利用率として、９０％以上を目指す。

③ 県内医師の需給状況調査

・平成２２年度事業実施

・事業総額 １，７８７千円（基金負担分 １，７８７千円）

医師数や患者数に関する統計資料はあるが、医療現場の実態を細かに把握す

るには不足する部分もあり、医師の養成・確保に関する施策を検討・実施して

いく上で十分なデータとはなっていない。

そこで、県内の医療機関を対象に、必要医師数実態調査及び入院患者実態調

査をを実施し、今後の医師の養成・確保に向けた施策検討に資する。

なお、本調査は、上記①の寄附講座の研究内容にも関連することから、宮崎

大学医学部との連携のもと、実施することとする。

④ ドクターヘリの導入・運営

・平成２２年度事業開始

・事業総額 １，０４２，１５７千円

（国庫補助 ２６０，４３２千円 国の 補正予算による基金負担分、H21
６１６，８８３千円、国の 補正予算による基金負担分H24
１５２，３６２千円、事業者負担 １２，４８０千円）

※ 今後の運用益により発生する見込みの基金余剰額を財源とする。なお、財源とすべき額が不足し、上記の基

金負担額に満たないこととなった場合は、宮崎県負担により事業を実施する。

医師不足が、救急医療体制の確保に深刻な影響を与えていることから、本県

では、幅広い診療科の医師の養成・確保を図りつつ、同時に、特に、救急医療

の現場で活躍できる医師の養成・確保策を重点的に推進する。

そのような観点から、宮崎大学医学部附属病院の救急部門の強化（救命救急

センター化）を支援（※これについては、別の地域医療再生計画に計上）する

とともに、ドクターヘリを導入・運営する。
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、 、ドクターヘリの導入は 本県の救急医療機能の向上に資することはもちろん

救急医を志す若手医師等の確保という観点からも、高い効果が期待できる。

（宮崎大学医学部によれば、若手医師の救急医療志向は根強く、同大学におい

ても、毎年度、６～７名程度の救急医療志向の医師が、県内に、魅力ある研

修先がないなどの理由で、県外に流出している ）。

なお、平成２３年度は、ドクターヘリの導入の準備として、ヘリポートの設

置、ヘリの運営スタッフの確保と研修、県内各地域の救急隊の研修を実施する

こととしており、平成２４年度の運営開始を目指す。

⑤ 地域医療情報の発信

・事業期間は平成２３年度から平成２５年度まで

・事業総額 １１，３８４千円（基金負担分 １１，３８４千円）

県内の医療機関を対象に、地域医療関連の情報を発信（ウェブサイト構築・

広報誌制作 。）

⑥ 臨床研修病院説明会の実施

・事業期間は平成２３年度から平成２５年度まで

・事業総額 １１，３２４千円（基金負担分１１，３２４千円）

これまで県内で実施していた研修病院の説明会を県外において実施すること

によりＰＲの拡充を図り、県内で研修を受ける医師の確保を促進。

【医師の勤務環境の改善】

・平成２２年度事業開始

・総事業費 ８６，９８６千円（基金負担分 ８６，９８６千円）

（目的）

病院勤務医等が、安定して、効率的に医療を提供できるよう、勤務環境の改善に向

けた取組を推進する。

（各種事業）

① ２次救急医療機関の医療クラークの採用を支援

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで

・事業総額 ５１，５３０千円（基金負担分 ５１，５３０千円）

県内の２次医療機関の勤務医の負担軽減を図るため、医療クラークを新たに

採用する際の人件費の補助を行う。

平成２５年度までに、県内の２次救急医療機関１００床当たり１名以上の医

療クラークの配置を目指す。

② 看護師のスキルアップを支援
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・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで

・事業総額 ３５，４５６千円（基金負担分 ３５，４５６千円）

救急医療の現場を、医師とともに支える看護師のスキルアップのための研修

事業を実施し、医師の負担軽減と救急医療機能の向上を図る（研修内容として

は、救急看護、小児救急看護、精神科救急看護等を予定しており、４年間で、

延べ１，２００名程度の受講を想定 。また、救急看護認定看護師及び小児救急）

看護認定看護師を養成するため、県内の看護師を、日本看護協会主催の研修に

継続的に参加させ、成果を地域に還元することにより、地域の看護師全体のレ

ベルアップを図る。

救急看護認定看護師及び小児救急看護認定看護師については、平成２５年度

までに、合わせて５名以上の資格取得を目指す。

【救急医療における適正受診の推進】

・平成２２年度事業開始

・事業総額 ７３，９１４千円

（国庫補助 ３６，９５４千円 基金負担分 ４，８３６千円

県負担 ３２，１２４千円 ））

（目的）

夜間の救急医療受診割合の高い小児患者を対象とした小児夜間電話相談事業を拡大

することにより、不要不急の受診を抑制し、救急医療を支える医師等の負担軽減を図

る。

（事業内容）

現在、県医師会の協力を得て、土日祝日及び年末年始の１９時から２３時の時間帯

で実施している小児夜間電話相談事業について、相談受付日を３６５日に拡大する。

( ) ２次医療圏で取り組む事業（運営に係る事業）2
【他圏域からの医師確保】

・平成２２年度事業開始

・事業総額 ３８，８１７千円（基金負担分 ３８，８１７千円）

（目的）

延岡市夜間急病センターの運営に関して、他の医療圏域の医師に、非常勤等として

の協力を仰ぎ、診療体制の強化を図る。

（事業内容）

他の医療圏域から、非常勤等として、延岡市夜間急病センターに勤務する医師を確

保するための人件費を支援する。

他の医師確保策等と併せ、平成２５年度までに、同センターの深夜帯診療日・時間

帯の拡大を目指す。
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【医療スタッフの勤務環境の改善】

・平成２２年度事業開始

・事業総額 ７４，８８４千円（基金負担分 ４２，９６９千円）

（目的）

女性医師等医療スタッフの、出産・育児等と勤務が両立できる環境整備を図る。

（事業内容）

女性医師等医療スタッフの、出産・育児等と勤務との両立支援のため、夜間延長保

育を実施する保育施設への運営費補助や、医療スタッフを対象に、こうした保育施設

の利用料支援を行う。

【医師の処遇改善】

・平成２２年度事業開始

・事業総額 １４７，６４４千円

（国庫補助 ３１，２１８千円 基金負担分 １１６，４２６千円）

（目的）

日向入郷圏域の２次救急医療を中心となって支える３病院の勤務医の処遇改善によ

り、勤務医の士気を高めるとともに、新たな医師の確保につなげる。

（事業内容）

日向入郷圏域の２次救急医療の中心となる３病院（千代田病院、和田病院、済生会

日向病院）を対象に、勤務医の当直手当を対象に支援する。

新たな医師の確保等、各病院の救急医療体制の強化により、圏域を越えた県立延岡

病院への救急患者搬送割合を、平成２５年度までに５％以上減らすことを目指す。

( ) ２次医療圏で取り組む事業（施設・設備整備に係る事業）3
【地域医療に必要な施設・設備の整備】

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで

・総事業費 １，３３６，６３８千円

（基金負担分 １，１９４，６１８千円 事業者負担 １４２，０２０千円）

（目的）

地域における救急医療機能の充実のため、必要な施設・設備を整備するための各種

事業を実施する。

（各種事業）

① 延岡市夜間急病センターの増改築

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで

・事業総額 １６０，４４０千円（基金負担分 １６０，４４０千円）
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延岡市夜間急病センターの初期救急医療体制の充実を図るため、診察室や処

置室の増設等による医療提供機能の強化、深夜帯診療の拡充を想定した宿直室

の増設や執務室の整備等医師の勤務環境の整備、感染症患者に対応する待合室

の整備等患者サービスの向上等への取組（増改築工事）を支援する。

② 施設・設備支援等による救急医療機関の機能強化及び新規参入促進

・平成２２年度事業開始

・事業総額 ３３７，４７７千円

（基金負担分 ２５５，４７７千円 事業者負担 ８２，０００千円）

、県立延岡病院を支える救急医療機関の機能強化及び新規参入促進を図るため

当該医療機関の施設・設備等の整備費用、医師確保のためのコンサルタント活

用経費、深夜帯の救急患者受入に対する運営費を対象とする支援を行う。

新たな医療機関の参入に関しては、平成２５年度までに、２医療機関以上の

参入を目標とする。

③ 特定救急患者に対応する輪番医療機関の機器整備等支援

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで

・事業総額 １０９，７７６千円（基金負担分 １０９，７７６千円）

現在、県立延岡病院での対応ができない状況にある脳血管障害患者及び消化

管出血患者の輪番受入を行っている医療機関を対象に、必要な施設・設備の整

備支援を行う。

④ 県立延岡病院の救急部門強化のための増改築工事

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで

・事業総額 ７２７，９２２千円（基金負担分 ６６８，８６９千円 事業者

負担 ５９，０５３千円）

救急医療施設の増改築工事等を行い、圏域の２次及び３次救急医療の中核を

担う県立延岡病院の救急部門の体制強化を図る。

具体的には、心肺蘇生用個室やＣＴ室、救急用宿直室、小児救急外来室等を

備え、屋上をヘリポートとして使用可能な救命救急センター棟の整備を行う。
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７．地域医療再生計画終了後に実施する事業

地域医療再生計画期間終了後については、本計画に位置づけた事業に既定事業を

含めて、全体の事業効果を検証し、その結果を踏まえ、継続が必要と判断される事

業については、積極的に継続していくこととする。

（現時点において、平成２６年度以降も継続する必要があると見込まれる事業）

① 宮崎大学医学部の寄附講座運営

・単年度事業予定額 ７５，０４６千円（寄附ベースで５０，０００千円）

② 医師修学資金貸与制度（本計画計上の拡充分）

・単年度事業予定額 ５２，３７４千円（最大）

③ ドクターヘリの運営

・単年度事業予定額 １７１，８２０千円

④ 看護師のスキルアップ支援

・単年度事業予定額 ７，２９０千円

⑤ 小児夜間電話相談事業（拡大分）

・単年度事業予定額 ４，１３３千円

⑥ 延岡市夜間急病センターの医師確保

・単年度事業予定額 １０，０００千円

⑦ 夜間延長保育への運営補助、保育施設の利用料支援

・単年度事業予定額 １０，０００千円

⑧ 日向入郷圏域の２次救急の中核３病院の運営費支援

・単年度事業予定額 ６５，２５０千円

⑨ 宮崎県北部医療圏における深夜在宅当番への運営費助成

・単年度事業予定額 １０，４００千円
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【平成２５年１２月修正後の計画】

宮崎県地域医療再生計画（都城北諸県圏域 ※一部、西諸圏域を含む）

（救急及び周産期医療体制の充実）

１．対象とする地域

本地域医療再生計画については、都城北諸県医療圏（一部、西諸医療圏を含む）を

中心とした地域を対象地域とする。

都城北諸県医療圏は、県南西部に位置し、面積７６３平方キロメートル、人口

１９３，０５６人を有する圏域で、域内には、２９の病院（都城市郡医師会病院

（１７２床）、国立病院機構都城病院（３０７床）、藤元早鈴病院（３３０床）、海老

原記念病院（１３２床）、藤元病院（４２７床）、都城新生病院（４００床）等）と

１４２の診療所がある。

本圏域は、人口規模で宮崎市に次ぐ県内第２の市である都城市を中心とする圏域で、

隣接する圏域を含め、まとまった人口規模を有しており、域内への救命救急センター

の整備が課題とされてきた圏域である。

そのような事情から、いわば２．５次的な機能を有することが望まれる本圏域にあ

って、２次救急医療は、都城市郡医師会病院と国立病院機構都城病院の輪番制を中心

に体制が整備されているが、特に、中心的な役割が期待される都城市郡医師会病院が、

築後２４年と老朽化しており、今日的な救急患者の増加を想定した構造になっていな

い（病室や廊下が狭隘で、手術室も不足している）など、２次救急医療機関としての

十分な機能を発揮できない状況となっている。

また、周産期の救急医療に関しては、隣接の西諸医療圏を含めた医療体制を構築し

ているものの、従来より他の周産期医療圏よりも産科医が少なかったことに加え、中

核となる国立病院機構都城病院において、今年度、医師の退職や引き上げにより、さ

らに産科医が減るなど、その体制の維持・確保が課題となっているところである。

このため、早急に、２次救急医療体制及び周産期医療体制を立て直す必要がある地

域として、都城北諸県医療圏を地域医療再生計画の対象地域としたところである。

なお、周産期医療体制に関しては、西諸医療圏を含めることとする。

（西諸医療圏は、都城北諸県医療圏の北側に隣接する、面積９３１平方キロメー

トル、人口８０，０１９人の圏域で、域内には１７の病院（小林市立病院

（１４７床）、池田病院（１１２床）、前原病院（８８床）、桑原記念病院（８３

床）、池井病院（７６床）、園田病院（６９床）等）と、６０の診療所がある。

なお、周産期医療に関しては、病院に産科医がいないという現状がある。）

※ 国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」(H20.10.1)
宮崎県「宮崎県の推計人口」（H21.7.1）

２．地域医療再生計画の期間

本地域医療再生計画は、平成２２年１月８日から平成２５年度末までの期間を対象

として定めるものとする。
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３．現状の分析

〔医療従事者〕

(1) 都城北諸県医療圏における従事医師数は、平成１８年１２月末現在で３４７人と、

平成１６年の３５１人から４人減少しており、県北部の２圏域に次いで、医師が減

少した地域である。（資料１ データは、医師・歯科医師・薬剤師調査）

人口１０万人当たり従事医師数では１７７．５人で、県平均の２０９．７人、全

国平均の２０６．３人と比べ、かなり低い水準となっている。（資料２）

また、西諸医療圏については、従事医師数は、平成１８年１２月末現在で１３６

人と、平成１６年の１３８人から、やはり２人減少しており、人口１０万人当たり

従事医師数も１７６．５人で、低い水準となっている状況である。

【資料１】＜医療圏別 従事医師数の増減＞

宮崎県北部 日向入郷 宮崎東諸県 西都児湯 日南串間 都城北諸県 西諸 合計

Ｈ１６ 282 138 1,205 131 159 351 138 2,404

Ｈ１８ 272 132 1,231 129 160 347 136 2,407

増減 -10 -6 26 -2 1 -4 -2 3

【資料２】＜医療圏別 人口当たり従事医師数の現状（Ｈ１８）＞

宮崎県北部 日向入郷 宮崎東諸県 西都児湯 日南串間 都城北諸県 西諸 合計

人口 10 万

人当たり 170.2 135.9 289.9 116.1 192.6 177.5 176.5 209.7
医師数

（全国 206.3）
〔救急医療体制〕

(2) 初期救急医療体制については、昭和６０年から、地区医師会等の協力を得て、都

城市郡医師会病院に隣接する都城救急医療センターで、３６５日深夜帯までの対応

を行っている。

夜間急患センターが未整備の隣接の西諸医療圏や、県境を越えた鹿児島県からの

救急患者など、広域から受け入れており、本圏域での救急搬送受入件数も最も多く

なっている（資料３）が、施設の老朽化（都城市郡医師会病院と同じく、築２４年

で、施設が狭隘）により、診療機能の低下が危惧されている。

(3) ２次救急医療体制については、前述のとおり、本来、２．５次的な機能を有する

ことが期待される医療圏において、２次医療の中核を担う都城市郡医師会病院が、

やはり、施設の老朽化に加え、病室や廊下が狭隘で、手術室も不足するなど、今日

の救急患者の増加に十分な対応ができないという問題を抱えており、２．５次はお

ろか、２次の救急患者対応の中核としての機能の発揮にも支障が生じている現状に

ある。（十分なスペースがなく、廊下を改造して集中治療室を整備した経緯もある。）
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本圏域内の他の２次救急医療機関の層が比較的厚く（資料４ 本県の医療計画上

は、圏域内の救急告示施設を、全て２次救急医療施設に位置づけ）、救急患者への対

応が分散はされているが、重症患者の搬送先決定に時間を要する事案の増加等、２

次救急医療の中核病院の体制強化と、併せて、これを支えている域内の救急医療機

能全体の底上げが喫緊の課題となっている。

また、特に、小児救急に関しては、全県的に小児科医が不足する中、本県が対策

の一つとして打ち出している「こども医療圏」構想（県内を大きく３圏域に分け、

それぞれの圏域で、小児科医の集約等によって、２４時間の小児救急患者対応を行

う体制整備を行うという構想）において、都城市郡医師会病院は、県西部（都城北

諸県、西諸）の拠点病院としての位置付けも有しており、さらに安定した体制の整

備が求められているところである。

【資料３ 都城北諸県圏域の救急搬送の現状】

【資料４ ２次救急医療施設の状況】

都城北諸県医療圏

所在地 医療機関名 救急用病床数

都城市 国立病院機構都城病院 ４ ※輪番

藤元早鈴病院 ６

宗正病院 ３

森山内科・外科クリニック １

都城市郡医師会病院 １９ ※輪番

小牧病院 ４

三州病院 ５

ベデスダクリニック ４

吉松病院 ２

橘病院 ３

柳田病院 １６

海老原記念病院 １０

都城市消防本部　搬送先病院(H19) 総数 n= 6,438

22%

19%

16%
9%

8%

5%

5%
4%

4% 3% 3% 2%

都城救急医療センター

都城市郡医師会病院

社団法人八日会 藤元早鈴病院

国立病院機構都城病院

医療法人宏仁会　海老原記念病院

医療法人与州会　柳田クリニック

社団法人社団牧会　小牧病院

医療法人社団　森山内科クリニック

医療法人三省会　倉内整形外科病院

医療法人青隆会　野口脳神経外科

医療法人社団ｱﾌﾞﾗﾊﾑｸﾗﾌﾞ　ﾍ゙ﾃｽﾀ゙ｸﾘﾆｯｸ

医療法人社団 橘会　橘病院
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〔周産期医療体制〕

(4) 本県の周産期医療については、平成６年には、乳児死亡率（５．６）、新生児死亡

率（３．８）、周産期死亡率（７．５）と全国で最も高率となったが、地域分散型の

周産期医療体制（県内を４つの圏域に再編し、地域の中核的な医療機関（地域周産

期母子医療センター）と開業医等が連携する体制）を構築することにより、平成

１８年には、乳児死亡率（２．４ 全国１５位）、新生児死亡率（０．９ 同４位）、

周産期死亡率（３．７ 同２位）まで改善している。

この中で、都城北諸県医療圏は、西諸医療圏とともに県西ブロックに位置づけら

れているところである。

(5) 県西ブロックにおけるハイリスク分娩は、地域周産期母子医療センターである国

立都城病院と藤元早鈴病院が対応しているが、このうち、中核となる国立病院機構

都城病院において、今年度、医師の引き上げ等により、４名いた産科医が３名にな

るなど、体制が弱体化している。

(6) そのほか、県西ブロックにおいては、９病・医院、６助産所で正常分娩に対応して

いる。他の周産期医療圏に比べて、もともと産科医の数が少ない事情を抱えており、

特に、西諸圏域においては、産科医は２名、病院に産科医がいないという厳しい状

況にある。

４．課題

救急医療に関しては、前述のとおり、都城市郡医師会病院が、初期を担う都城

救急医療センターと併せ、本圏域における救急医療の中核病院として、本来有す

るべき機能を発揮できていないというのが最大の課題である。老朽化した施設の

一体的な移転整備等による同病院等の機能強化を中心に、救急医療機能全体の底

上げが求められる。また、そのためには、圏域の医師の減少傾向に歯止めをかけ、

医師の安定的な確保を図る必要がある。

次に、周産期医療に関しては、中核の役割を担う国立病院機構都城病院を中心

に、関係医療機関の連携強化等による体制の整備が求められる。

〔医療従事者〕

(1) 診療科ごとの医師不足数については、全県的に、正確な把握ができていないが、

都城北諸県医療圏の２次救急医療施設からの聞き取り結果によれば、現在、２７名

の医師が不足している（各医療機関の必要医師数からの不足数であり、医療法の基

準からの不足数ではない）。特に、中核を担う都城市郡医師会病院においては、７名

の医師が不足している状況にある。
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〔救急医療体制〕

(2) ３(2)、(3)のとおり、初期救急医療体制が整備されてはいるものの、医療圏を越

えた広域の救急患者の受け入れを余儀なくされる中で、初期・２次の中核を担う都

城救急医療センターと都城市郡医師会病院の診療機能が、施設の老朽化によって低

下している。

特に、都城市郡医師会病院については、小児救急に関して、他圏域を含めた広範

囲をカバーする拠点病院としての役割を併せ持つことから、十分な体制の確保が求

められている。

また、併せて、こうした中核医療機関を支えている関係医療機関の連携強化等に

よる本圏域の救急医療機能全体の底上げが必要である。

〔周産期医療体制〕

(3) ３(4)～(6)のとおり、西諸医療圏を含めた周産期医療圏においては、その中核を

担う国立病院機構都城病院の体制が弱体化している。

同病院を中心とする体制の強化を図る中で、特に西諸医療圏における産科医の確

保が、喫緊の課題である。

５．目標

本圏域の救急医療体制強化のため、中核を担う都城市郡医師会病院の体制を、

ハード・ソフト両面から整備・充実させるとともに、同病院を中心に、関係医療

機関の連携を強化すること等により、救急医療機能全体の底上げを図る。

また、周産期医療に関しても、中核である国立病院機構都城病院と関係医療機

関の連携強化や、西諸医療圏における産科医確保のための条件整備等により、弱

体化している体制の強化を図る。

なお、あらゆる医療体制の基盤となる医師の確保は、全県的な課題でもあるこ

とから、全県を対象とする施策を強力に推進することにより、安定的な確保を目

指す。

〔医療従事者〕

(1) 現在推進している医師の養成・確保策に加え、新たに、宮崎大学における救急部

門の強化により、救急医を中心とした医師の養成・確保を推進する。

こうした取組により、平成２５年度末までの間に、本県内で勤務することが確実

な医師を１４０人以上確保するとともに、大学からの医師派遣機能の強化を図る。

（医師確保に関しては、他に、宮崎大学医学部への地域医療学講座（寄附講座）の

設置や宮崎大学医学部等の定員増（拡大分）に合わせた医師修学資金の貸付枠の

拡大等の施策も新たに実施することとしているが、地域医療再生計画の構成上は、

これらを、別圏域の計画（宮崎県北部医療圏対象）に、分けて位置づけている。）
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〔救急医療体制〕

(2) 都城市郡医師会病院を、都城救急医療センター、都城健康サービスセンター（検

査部門）とともに、一体的に移転整備し、体制を強化する。これにより、平成２７

年度までに、本圏域における救急搬送患者の受入割合を１０％以上増やす。

また、手術室の拡張・増設や、より高次の医療機器の整備等により、同院の重症

患者への対応能力を高め、圏域外の高次医療機関への搬送件数を減少させるととも

に、関係医療機関との連携強化により、圏域内の重症患者の搬送先決定までの時間

短縮を図る。

（後述のとおり、本移転整備計画は、平成２４年度着工（平成２５年度完成）予定

であり、平成２５年度時点での効果の検証ができないため、移転後の平成２７年

度を目標年度に設定している。）

なお、特に、都城市郡医師会病院の小児科に関しては、ハード面の整備に加えて、

３名以上の医師を、平成２５年度までに新たに確保し、小児救急の拠点病院として

の体制強化を図る。

さらに、都城市郡医師会病院を中心とした本圏域の医療機関相互の連携強化等に

より、本圏域全体の救急医療機能の向上を図る。

〔周産期医療体制〕

(3) 国立病院機構都城病院の施設・設備の整備や、域内の関係医療機関との連携強化

による体制の強化により、平成２５年度までに、県の総合周産期母子医療センター

である宮崎大学医学部附属病院への患者搬送割合の低減を目指す。

また、病院の産科医がいない西諸医療圏においては、小林市立病院の環境整備を

進めることにより、平成２５年度までに、産科医の確保（休診中の産科の再開）を

目指す。

６．具体的な施策

(1) 県全体で取り組む事業（運営に係る事業）

【宮崎大学医学部附属病院の救急部門の強化（救命救急センター化）】

・平成２２年度事業開始

・総事業費 ７７４．００４千円（基金負担分 ６９６，１１１千円 事業者負担

７７，８９３千円）

（目的）

宮崎大学医学部附属病院の救急部門について、ハード・ソフト両面で強化し、平成

２２年度中の救命救急センター化を目指す。

同病院の救命救急センター化により、重篤な患者に、高度な専門医療を施す機能の

向上はもとより、これを前提としたドクターヘリの導入や同大学医学部への寄附講座

の設置（いずれも地域医療再生計画上は、別計画で位置付け）等の取組と合わせ、大

学の医師派遣機能の強化につながる。

併せて、救急専門医の研修プログラムの開発・普及に取り組み、県内で救急医療に

携わる医師のスキルアップによる本県の救急医療機能全体のレベルアップを目指す。
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（各種事業）

① 宮崎大学医学部附属病院の救命救急センター化に必要な施設・設備を整備

・平成２２年度事業実施

・事業総額 ４２８，４５７千円

（基金負担分 ３５１，９０７千円 事業者負担分 ７６，５５０千円）

宮崎大学医学部附属病院救命救急センター化に必要な施設・設備の整備を行う。

救急専用病床については、現在の３床から２０床への増床を目指す。

② 救急部門の医師、看護師の確保を支援

・平成２２年度事業開始

・事業総額 ３０３，２２９千円

（基金負担分 ３０１，８８６千円 事業者負担分 １，３４３千円）

宮崎大学医学部附属病院の救命救急センター化を図る上で必要な医師、看護師

を新たに確保する。

具体的には、平成２２年度に医師６名と看護師１０名、平成２３年度には、さ

らに看護師２３名を確保する予定である。

また、これに併せて、夜間勤務医師に対する手当を創設し、救急医療等に当た

る医師の処遇改善を図る。

ここで確保された医療スタッフによって、ドクターヘリを運用（ドクターヘリ

については、別計画に位置付け）し、病院全体としての救急医療体制を強化する。

宮崎大学医学部によれば、若手医師の救急医療志向は根強く、同大学において

も、毎年度、６～７名程度の救急医療志向の医師が、県内に、魅力ある研修先が

ないなどの理由で、県外に流出している。今回の取組によって、救急医療に関心

の強い医師を養成・確保する仕組を構築し、県内の救急医療の現場への大学の医

師派遣機能の強化を図る。

③ 救急部門の医療スタッフの教育研究を支援

・平成２２年度事業開始

・事業総額 １７，６７０千円（基金負担分 １７，６７０千円）

救命救急センターとしての機能を十分に発揮するためには、確保した医療スタ

ッフが、必要な知識・技量を習得していることが基本であることから、そのため

の教育・研修を持続的に実施するとともに、実際の運営を通して、より効率的・

効果的な運営を行うための研究を行う。

④ 救急専門医の研修プログラムの開発と普及を支援

・平成２２年度事業開始

・事業総額 ２４，６４８千円（基金負担分 ２４，６４８千円）
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宮崎大学医学部附属病院の救命救急センター化を機に、本県の救急医療機能全

体の底上げを図るため、宮崎大学を中心に救急専門医の研修プログラムを開発し、

県内の救急医療を担う医師を対象に、その普及を図る。

(2) ２次医療圏で取り組む事業

（施設・設備整備に係る事業 ※一部、運営に係る事業を含む。）

【都城市郡医師会病院を中心とした地域の救急医療機能の強化】

・平成２２年度事業開始

・事業総額 ８，５００，２３６千円（国庫補助 １９２，８３８千円 本計画に

よる基金負担分 １，３９１，８００千円 国の平成２４年度補正予算による基

金負担分 １５１，１１１千円 事業者負担分 ６，７６４，４８７千円）

（目的）

都城市郡医師会病院を、初期救急を担う都城救急医療センター、検査部門を担う都

城健康サービスセンターと一体的に移転整備することにより、本圏域の救急医療の中

核としての役割に見合う機能の充実を図る。特に、小児救急に関しては、前述のとお

り、同病院が、西諸医療圏まで広域でカバーする拠点病院でもあることから、ハード

・ソフト両面で、大幅な機能強化を目指す。

また、併せて、同病院及び本圏域の関係医療機関を対象に、電子カルテを導入し、

ネットワーク化することにより、医療機関相互の連携を強化し、本圏域全体としての

救急医療機能の向上を図る。

（各種事業）

① 都城市郡医師会病院・都城救急医療センター・都城健康サービスセンターの一

体的移転整備事業を支援

・平成２４年度事業開始（平成２５年度着工）

・事業総額 ７，９２１，４１４千円

（国庫補助 １９２，８３８千円 本計画による基金負担分

１，２３１，９８２千円 国の平成２４年度補正予算による基金負担分

１５１，１１１千円 事業者負担分 ６，３４５，４８３千円）

※ 今後の運用益により発生する見込みの基金余剰額を財源とする。なお、財源とすべき額が不足し、上記の基

金負担額に満たないこととなった場合は、宮崎県負担により事業を実施する。

本圏域の中核的な救急医療医療施設である都城市郡医師会病院等の一体的な移

転整備事業を支援する。（本圏域の現状・課題で整理した実情を踏まえ、特に、２

次救急医療機能の強化（２．５次的な医療機能の整備）と小児救急医療機能の強

化部門を本基金による支援対象としている。）

なお、圏域のほぼ中央、都城インターチェンジ近くへの移転が計画されており、

他の医療圏からの救急患者を含め、広域をカバーする医療施設として、アクセス

の向上も図られる予定である。

※本移転整備事業は、「定住自立圏」構想（総務省）に位置づけられている事業

である。（平成２０年１０月に先行実施団体として選定されている。）
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② 小児救急の拠点病院機能の強化

・平成２５年度事業実施

・事業総額 ３７，５００千円（事業者負担分 ３７，５００千円）

本県の「こども医療圏」構想において、都城市郡医師会病院は、県西地区（都

城北諸県医療圏・西諸医療圏）における小児救急医療拠点病院に位置づけられて

いるが、同病院の小児科医は現在３名で、夜間救急は、開業医（８名）や宮崎大

学小児科医の派遣協力（月に５日程度）で対応しており、体制としては不安定な

状況にある。

今回の移転整備を機に、小児循環器など専門的な診療機能を有するための設備

整備、感染症にも対応可能な陰圧室の整備、専用待合室の整備など、拠点病院と

しての機能強化を図るとともに、その安定的な運営体制構築のため、小児科医を

新たに３名確保・増員するものである。

③ 電子カルテの導入・ネットワーク化による本圏域の医療機関相互の連携強化を

支援

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで

・事業総額 ４００，０００千円

（基金負担分 １００，０００千円 事業者負担分 ３００，０００千円）

都城市郡医師会病院を中心に、本圏域の医療機関を対象に電子カルテを導入し、

そのネットワーク化を図る。患者情報の共有化よる医療機関相互の連携強化によ

り、より効率的かつ効果的な医療の提供を目指す。

④ 国立病院機構都城病院における口腔外科医療機能の強化を支援

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで

・事業総額 １０９，３２２千円

（基金負担分 ３０，４１８千円 事業者負担分 ７８，９０４千円）

交通事故による外傷等、急性期の患者に対する早期の口腔ケアの重要性が明ら

かになってきている中、国立病院機構都城病院は、本圏域において、口腔外科を

標榜し、入院施設を保有して救急対応を行っている唯一の病院であるが、ハード、

ソフト両面で、地域のニーズに十分に応えられていない現状がある。

（平成２０年度の口腔外科入院患者数 ２１３名）

同病院の設備・機器の整備や歯科衛生士の配置による体制整備による機能強化

に加え、同病院に、圏域内の関係医療機関の医師、歯科衛生士、看護師等を対象

とした研修機能も持たせることにより、口腔外科部門に係る救急医療機能の圏域

全体での底上げを図る。
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⑤ 小林市立病院の救急医療機器整備

・事業期間 平成２５年度

・事業総額 ３２，０００千円（基金負担分 ２９，４００千円、事業者負担

分 ２，６００千円）

他県域からの流入対策として、隣接する西諸医療圏の拠点病院である小林市

立病院の機器整備を支援し、救急医療体制の強化を図る。

【地域の医療機関相互の連携促進】

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで

・事業総額 １２，２９８千円（基金負担分 １２，２９８千円）

（目的）

限られた医療資源の効率的かつ効果的な活用と患者サービスの向上という観点から、

本圏域における地域医療連携室の未設置医療機関を対象に、その設置促進を図る。

地域医療連携室の機能は、患者やその家族からの相談対応をはじめ、救急患者の病

状安定後の退院調整、在宅療養サービス利用調整など、多岐にわたり、地域の医療機

関の機能分化の促進（急性期患者の円滑な受入体制の強化）にも効果が期待される。

（事業内容）

他の医療機関との円滑な連携を目的とする地域医療連携室を医療機関が自発的に設

置するために、連携室設置促進協議会を設置し、医療連携に関する現状把握、情報共

有、啓発及び室設置後の活用方法の整備・研究に対する支援を行う。

平成２５年度までに、本圏域の病院の地域医療連携室設置率８０％以上を目指す。

【中核医療機関の機能強化等による周産期医療体制の強化】

・事業期間は平成２２年度から平成２４年度まで

・総事業費 ７６０，２３２千円（基金負担分 ４０９，９０９千円

事業者負担分 ３５０，３２３千円）

① 国立病院機構都城病院の周産期医療機能の強化を支援

・事業期間は平成２２年度から平成２４年度まで

・事業総額 ６８９，８１９千円

（基金負担分 ３４０，０２２千円 事業者負担分 ３４９，７９７千円）

県西地区（都城北諸県医療圏・西諸医療圏）の周産期医療体制の中核を担う国

立病院機構都城病院の手術室等施設・設備の整備を行う。

同病院は、圏域内のハイリスク分娩患者に対応している（ＮＩＣＵ６床は常に

満床状態）が、手術室が老朽化（築後４２年）し、衛生面で問題が生じている上、

酸素・吸引設備やコンセント設備が不足するなど、機能的に課題を抱えており、
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今回の整備により、こうした課題の解消と、手術室の拡張や救急搬送口との動線

の短縮化など、機能強化を図るものである。

② 圏域内の周産期医療機関の連携促進を支援

・事業期間は平成２２年度から平成２３年度まで

・事業総額 ７０，４１３千円（基金負担分 ６９，８８７千円、事業者負担

分 ５２６千円）

国立病院機構都城病院と圏域内の周産期医療に対応する７医療機関（別記）へ

の周産期情報システム（情報伝送システム及びＴＶ会議システム）を導入し、相

互に連携して運用することにより、より効率的かつ効果的な周産期医療の提供を

推進する。

具体的には、画像情報等の共有により、患者の受入態勢の整備やコンサルティ

ングを、また、ＴＶ会議システムの活用により、症例研究活動等を、円滑に実施

することが可能になる。

＊７医療機関 ～以下の６医療機関と宮崎大学医学部附属病院

（都城北諸県） いそいち産婦人科医院、野田医院、中山産婦人科医院、

藤元早鈴病院、都城市郡医師会病院

（西 諸） 小林市立病院

７．地域医療再生計画終了後に実施する事業

地域医療再生計画期間終了後については、本計画に位置づけた事業に既定事業を

含めて、全体の事業効果を検証し、その結果を踏まえ、継続が必要と判断される事

業については、積極的に継続していくこととする。

（現時点において、平成２６年度以降も継続する必要があると見込まれる事業）

① 宮崎大学医学部附属病院の救命救急センター運営（人件費）

・単年度事業予定額 ２６６，２７４千円

② 宮崎大学医学部附属病院の救急医療スタッフを対象とした教育研究等

・単年度事業予定額 ５，０００千円

③ 宮崎大学医学部附属病院を中心とする救急専門医の研修プログラムの開発・普及

・単年度事業予定額 ４，５０４千円

④ 都城市郡医師会病院の運営費（小児科の医師拡充分）

・単年度事業予定額 ３７，５００千円

⑤ 国立病院機構都城病院の運営費（口腔外科の歯科衛生士拡充分）

・単年度事業予定額 ７，５００千円
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